
[地域密着型通所介護] 

 

＜基準省令＞ 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 (抄) 

制定：平成 18 年 3 月 14 日号外厚生労働省令第 34 号 最終改正：令和 3 年 8 月 16 日厚生労働省令第 141 号 

 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第二十七条 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい
る環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し
た地域密着型通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画
の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、その内容
について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を作成した際には、当該地域密
着型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

５ 地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通所介護計画に従ったサービ
スの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

 
＜解釈通知＞ 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について (抄) 

          (平成 18 年 3 月 31 日 老計発第 0331004 号、老振発第0331004 号、老老発第 0331017 号) 
最終改正:令和 3 年 4 月 22 日老高発 0422 第 1 号、老認発 0422 第 1 号、老老発 0422 第 1 号 

(３) 地域密着型通所介護計画の作成 

① 基準第 27 条で定める地域密着型通所介護計画については、介護の提供に係る計画等の作成に関し経
験のある者や、介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを行わせるものと
し、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に当該計画のとりまとめを行
わせることが望ましい。 

② 地域密着型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作成する
ものである。 

③ 地域密着型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこととしたもので
ある。なお、地域密着型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該地域密着
型通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

④ 地域密着型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成され
なければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、指定地
域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、その内容等を説明
した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなけ
ればならない。 

なお、交付した地域密着型通所介護計画は、地域密着型基準第 36 条第２項の規定に基づき、※その
完結の日から５年間保存しなければならない。 



  ※ 解釈通知では「２年間」と規定されていますが、田辺市指定地域密着型サービス等の基準等を定める条例におい
て、「その完結の日から５年間」とする旨、規定しています。 

 
⑤ 地域密着型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、その実

施状況や評価についても説明を行うものとする。 
⑥ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定地域密着型通所介護事業者については、第３

の一の４の(17)⑫を準用する。この場合において、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画」とある
のは「地域密着型通所介護計画」と読み替える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



[認知症対応型通所介護] 

 

＜基準省令＞ 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 (抄) 

制定：平成 18 年 3 月 14 日号外厚生労働省令第 34 号 最終改正：令和 3 年 8 月 16 日厚生労働省令第 141 号 

 

（認知症対応型通所介護計画の作成） 

第五十二条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共
用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）の管理者（第四十三条又は第四十七条の管
理者をいう。以下この条及び次条において同じ。）は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい
る環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し
た認知症対応型通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 認知症対応型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計
画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その
内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画を作成した際には、当該認
知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

５ 認知症対応型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、認知症対応型通所介護計画に従ったサ
ービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 
 
＜解釈通知＞ 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について (抄) 

          (平成 18 年 3 月 31 日 老計発第 0331004 号、老振発第0331004 号、老老発第 0331017 号) 
最終改正:令和 3 年 4 月 22 日老高発 0422 第 1 号、老認発 0422 第 1 号、老老発 0422 第 1 号 

(２) 認知症対応型通所介護計画の作成 

① 基準第 52 条で定める認知症対応型通所介護計画については、認知症介護の提供に係る計画等の作成
に関し経験のある者や、認知症介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを
行わせるものとし、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に当該計画の
とりまとめを行わせることが望ましい。 

② 認知症対応型通所介護計画をとりまとめる者は、第３の五の２の(１)の③のヘに規定する研修（認知
症対応型共同生活介護の計画作成担当者が修了すべき研修）を修了していることが望ましい。 

③ 認知症対応型通所介護計画は、サービスの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作成す
るものであること。 

④ 認知症対応型通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこと。 
なお、認知症対応型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該認知症対応型通

所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 
⑤ 認知症対応型通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成さ

れなければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、指定
認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その内容等



を説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該認知症対応型通所介護計画を利用者に交
付しなければならない。 

なお、交付した認知症対応型通所介護計画は、基準第 60 条第２項の規定に基づき、※その完結の日
から５年間保存しなければならない。 

※ 解釈通知では「２年間」と規定されていますが、田辺市指定地域密着型サービス等の基準等を定める条例におい
て、「その完結の日から５年間」とする旨、規定しています。 

 
⑥ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、その

実施状況や評価についても説明を行うものとする。 
⑦ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定認知症対応型通所介護事業者については、第

３の一の４の(17)⑫を準用する。この場合において、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画」とあ
るのは「認知症対応型通所介護計画」と読み替える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



[介護予防認知症対応型通所介護] 

 

＜基準省令＞ 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに 

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 (抄) 

制定：平成 18 年 3 月 14 日号外厚生労働省令第 36 号 最終改正：令和 3 年8 月 16 日厚生労働省令第 141 号 

 
（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 
第四十二条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第四条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 
一 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、主治の医師又は⻭科医師からの情報伝達や

サービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利
用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

二 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況
及び希望を踏まえて、指定介護予防認知症対応型通所介護の目標、当該目標を達成するための具体的な
サービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知症対応型通所介護計画を作成す
るものとする。 

三 介護予防認知症対応型通所介護計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計
画の内容に沿って作成しなければならない。 

四 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、介護予防認知症対応型通所介護計画の作成に
当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならな
い。 

五 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、介護予防認知症対応型通所介護計画を作成し
た際には、当該介護予防認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

六 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者が住み慣れた地域での生活を継続す
ることができるよう、地域住⺠との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏ま
え、妥当適切に行うものとする。 

七 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者が
それぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

八 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護予防認知症対応型通所介護計画に基づ
き、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行うものとする。 

九 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は
その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

十 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術
をもってサービスの提供を行うものとする。 

十一 介護予防認知症対応型通所介護従業者は、介護予防認知症対応型通所介護計画に基づくサービスの
提供の開始時から、当該介護予防認知症対応型通所介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終
了するまでに、少なくとも一回は、当該介護予防認知症対応型通所介護計画の実施状況の把握（以下こ
の条において「モニタリング」という。）を行うものとする。 

 



十二 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を
当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した指定介護予防支援事業者に報告しなければ
ならない。 

十三 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ
て介護予防認知症対応型通所介護計画の変更を行うものとする。 

十四 第一号から第十二号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対応型通所介護計画の変更につ
いて準用する。 

 
 
＜解釈通知＞ 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（抄） 

平成 18 年 3 月 31 日 老計発第0331004 号、老振発第 0331004 号、老老発第 0331017 号  
最終改正:令和 3 年 4 月 22 日老高発 0422 第 1 号、老認発 0422 第 1 号、老老発 0422 第 1 号 

 
(２) 指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針 
① 予防基準第 42 条第１号及び第２号は、管理者は、介護予防認知症対応型通所介護計画を作成しなけ

ればならないこととしたものである。介護予防認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、主治医
又は主治の⻭科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の状
況を把握・分析し、介護予防認知症対応型通所介護の提供によって解決すべき問題状況を明らかにし
(アセスメント)、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所
要時間、日程等を明らかにするものとする。なお、介護予防認知症対応型通所介護計画の様式について
は、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

② 同条第３号は、介護予防認知症対応型通所介護計画は、介護予防サービス計画（法第８条の２第 16
項に規定する介護予防サービス計画をいう。以下同じ。）に沿って作成されなければならないこととし
たものである。 

なお、介護予防認知症対応型通所介護計画の作成後に介護予防サービス計画が作成された場合は、当
該介護予防認知症対応型通所介護計画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応
じて変更するものとする。 

③ 予防基準第 42 条第４号、第５号、第８号及び第９号は、サービス提供に当たっての利用者又はその
家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護予防認知症対応型通所介護計画は、利用者の
日常生活全般の状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について説明
を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サービス内容等への利用者の意向の反
映の機会を保障しようとするものである。管理者は、介護予防認知症対応型通所介護計画の目標や内容
等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価に
ついても説明を行うものとする。 

また、介護予防認知症対応型通所介護計画を作成した際には、遅滞なく利用者に交付しなければなら
ず、当該介護予防認知症対応型通所介護計画は、予防基準第 40 条第２項の規定に基づき、※その完結
した日から５年間保存しなければならないこととしている。 

※ 解釈通知では「２年間」と規定されていますが、田辺市指定地域密着型サービス等の基準等を定める条例におい
て、「その完結の日から５年間」とする旨、規定しています。 



④ 予防基準第 42 条第７号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者が日常
生活を送る上で自らの役割を持つことにより、達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待
されるとともに、利用者にとって自らの日常生活の場であると実感できるよう必要な支援を行わなけれ
ばならないこととしたものである。 

⑤ 同条第 10 号は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し
た適切なサービスが提供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることと
したものである。 

⑥ 同条第 11 号から第 13 号は、事業者に対して地域密着型介護予防サービスの提供状況等について介
護予防支援事業者に対する報告の義務づけを行うとともに、介護予防認知症対応型通所介護計画に定め
る計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握(モニタリング)を義務づけるものである。介護予防支援
事業者に対する実施状況等の報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供さ
れているかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることとなっていないか等
を確認するために行うものであり、毎月行うこととしている。 

また、併せて、事業者は介護予防認知症対応型通所介護計画に定める計画期間が終了するまでに１回
はモニタリングを行い、利用者の介護予防認知症対応型通所介護計画に定める目標の達成状況の把握等
を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の変化が認められる場合等に
ついては、担当する介護予防支援事業者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防認知症対応型通所
介護計画の変更を行うこととしたものである。 

⑦ 介護予防サービス計画に基づきサービスを提供している指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に
ついては、第３の一の４の(17)⑫を準用する。この場合において、「定期巡回・随時対応型訪問介護看
護計画」とあるのは「介護予防認知症対応型通所介護計画」と読み替えるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



[通所介護従前相当サービス] 

 

田辺市介護予防・日常生活支援総合事業における従前相当サービスの人員等に関する基準を定める要綱 

(抄)  

（令和３年４月１日施行） 
（記録の整備） 

第 61 条 指定通所介護従前相当サービス事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備 
しておかなければならない。 

２ 指定通所介護従前相当サービス事業者は、利用者に対する指定通所介護従前相当サービスの提供に 
関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 
(1) 通所介護従前相当サービス計画 
(2) 次条において準用する第 20 条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 
(3) 次条において準用する第 25 条に規定する田辺市等への通知に係る記録 
(4) 次条において準用する第 38 条第２項に規定する苦情の内容等の記録 
(5) 次条において準用する第 40 条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい 

ての記録 
 
（指定通所介護従前相当サービスの具体的取扱方針） 

第 64 条 指定通所介護従前相当サービスの方針は、第 45 条に規定する基本方針及び第４条に規定する指 
定従前相当サービス事業者の一般原則に基づき、次に掲げるところによるものとする。 
(1) 指定通所介護従前相当サービスの提供に当たっては、主治の医師又は⻭科医師からの情報伝達や 

サービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境 
等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

(2) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況 
及び希望を踏まえて、指定通所介護従前相当サービスの目標、当該目標を達成するための具体的な 
サービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した通所介護従前相当サービス計画を作成す 
るものとする。 

(3) 通所介護従前相当サービス計画は、既に介護予防サービス・支援計画書が作成されている場合は、 
当該計画の内容に沿って作成しなければならない。 

(4) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、通所介護従前相当サービス計画の作成に当た 
っては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならな 
い。 

(5) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、通所介護従前相当サービス計画を作成した際 
には、当該通所介護従前相当サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

(6) 指定通所介護従前相当サービスの提供に当たっては、通所介護従前相当サービス計画に基づき、 
利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行うものとする。 

(7) 指定通所介護従前相当サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は 
その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

(8) 指定通所介護従前相当サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術 
をもってサービスの提供を行うものとする。 



(9) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、通所介護従前相当サービス計画に基づくサー 
ビスの提供の開始時から、少なくとも１月に１回は、当該通所介護従前相当サービス計画に係る利 
用者の状態、当該利用者に対するサービスの提供状況等について、当該サービスの提供に係る介護 
予防サービス・支援計画書を作成した地域包括支援センター等に報告するとともに、当該通所介護 
従前相当サービス計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、 
当該通所介護従前相当サービス計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」とい 
う。）を行うものとする。 

(10) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を 
当該サービスの提供に係る介護予防サービス・支援計画書を作成した地域包括支援センター等に報 
告しなければならない。 

(11) 指定通所介護従前相当サービス事業所の管理者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ 
て通所介護従前相当サービス計画の変更を行うものとする。 

(12) 第１号から第 10 号までの規定は、前号に規定する通所介護従前相当サービス計画の変更につい 
て準用する。 

 


